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①地方財政制度の考え方と格差問題

事務配分に対する財源手当としての地方財政計画

地方財政計画で総額が配分され、算定の課題として地方交付税がある

地方財政計画は、交付団体・不交付団体を両方を含むものであるので、そのなかで相互の財源配
分が決まる

地方財政計画の総額が圧縮するなかで、地方税収が伸長すると、不交付団体水準超経費が拡大
し、そのなかで交付団体と不交付団体の格差が広がる

一方、交付団体間の格差は、もっぱら留保財源に源泉があるので、留保財源があたっている財政
需要の重さが、交付団体間の格差の源泉となる
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地方財政計画と基準財政需要額の関係(総務省資料)
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地方財政計画(マクロの財源保障)と地方交付税(ミ
クロの財源保障)の関係

地方財政計画と個別団体の財政状況はどのように連動しているのか
→地方財政計画は自治体の普通会計に対応しているので、地方財政計画の歳出規模がα％圧縮されると、標準的な団体では、普通会計の決算がα％圧縮
せざるを得ない（その分だけしか交付税が確保されないから）。もっとも不交付団体の場合には、その限りではない。

地方財政計画に計上されたものであっても、厳密に、個別団体で財源が確保されているわけではない
留保財源相当額は、一般財源で対応する財政需要であるが、それは基準財政需要額には含まれない（その分だけ格差が出る）
留保財源で対応すべき財政需要は一定ではない（言い換えれば、基準財政需要額にカウントされない事務は、留保財源の大きさによって変動しうるもの
である）

総額の決定
地方財政計画で決まった総額から、まず、基準財政需要額の総額を導き出す必要がある。そのときには、一般財源分だけを抜き出し、留保財源（基準財政
収入額にカウントされない地方税収であり、都市計画税等の目的税を除く税収の２５％分）と特別交付税（地方交付税の6％）、いわゆる不交付団体水準超
経費を除外する。
地方財政計画の歳出の各項目に対して、基準財政需要額で対応する部分と、それ以外の、特定財源（国庫支出金、地方債）および留保財源で対応する部
分に分ける。

留保財源
基準財政需要額では捕捉しない財政需要に対する財源であり、その構成は年度によっても、団体によっても変わりうるもの。もともと（この制度が発足した、
地方財政平衡交付金の時代）、捕捉しきれない財政需要であり、財源が不足している時代にはそこで対応させることでつじつまを合わせてきた部分。最近
は、積極的に、一定の格差を認めて、そのなかで財源獲得の努力を促す部分。都道府県の留保財源率を、15年度に引き上げたときには、格差・自由度を
広げるという積極的な意味があった。
留保財源率が大きくなると、格差が広がるということは意外に理解されていない。留保財源率を引き上げると、地方財政計画の総額が変わらないことを前
提とすれば、基準財政需要額が圧縮されることになる。そのときに、「基準財政需要額が落ちて交付税に影響がある部分と、留保財源が増える部分の純計
額」は、プラスになる団体もあればマイナスになる団体もあるが、その合計はゼロ。地方税収に恵まれた団体は、基本的にプラス。そうでない団体は基本的
にマイナス。したがって、格差は拡大する。

水準超経費
交付団体と不交付団体を併せて地方財政計画ができている。交付団体だけならば、総額で見ても、基準財政需要額＝基準財政収入額＋普通交付税と考
えることができるが、不交付団体があるので、基準財政需要額=基準財政収入額（不交付団体の財源超過額を除く）＋普通交付税となる。不交付団体の財
源超過額を認識しなければ、地方財政計画から基準財政需要額の総額を導くことはできない。認識するときには、財源超過額に対応した財政需要として、
（１００／７５）をかけて（それにかかる留保財源分を含めて）不交付団体水準超経費として、地方財政計画の歳出に計上する。
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(一般論として、)地方財政計画の規模が一定であるなかで、不交付団体が増えれば水準
超経費が増大し、基準財政需要額の総額が圧縮されることになる

同様に、留保財源率の引き上げは、基準財政需要額の圧縮を通じて、自治体間格差を拡
大することとなる

三位一体改革で進んだ税源移譲についても、留保財源率の調整を事実上行うことで格差
拡大への影響を除去しようとしている
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水準超経費と財源超過額の推移
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算定する前の段階では財源超過額は確定しないので、水準超経費(の７５％分)は一致しない
不足額が出たときには減額するために調整率をかける（補正予算で交付税財源に余剰が出るとき
には元に戻すこともある）

余剰額が出た場合には特別交付税の財源とする
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20年度地財対策の概要

交付団体ベースの一般財源総額前年度比＋
5,800億円程度＋1.3%程度
不交付団体〃〃＋ 800億円程度＋0.6%程度
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20年度の交付団体における財源の見通しは
①基準財政需要額の総額＋臨時財政対策費は一％強増加
（もっとも、地方再生対策費の割り当てが、都道府県が一五〇〇億
円に対して市町村は二五〇〇億円なので、市町村の伸びの方が
大きいが、その差はそれほど大きくない）

②交付団体の場合には、およそその割合で、基準財政需要額＋
臨時財政対策債発行可能額が伸びる（もっとも臨時財政対策債に
かかる元利償還金の増で、マクロの地財計画が増えており、それ
と同じ伸びで公債費が伸びる団体では、一般歳出が前年度〇・
〇％増という全体の動きをなぞる）

③特に市町村でも規模の小さい団体では、たとえば下水道事業会
計への元利償還金にかかる繰出金の年度間の増減が大きく、事
業費補正によって基準財政需要額の変動があるので、それを織り
込んで平年度ベースで考えなければならない。

④地方再生対策費は4000億円であるが、その財源である3700億
円の臨時財政対策費は、すべて都道府県の財源となる。都道府
県では、1500億円の地方再生対策費に対して、3700億円の臨時
財政対策債が割り当てられるので、都道府県の地方交付税は
減って、市町村に移ることとなる。基準財政需要額＋臨時財政対
策債発行可能額でみたときには、市町村は基準財政需要額が増
えることで地方交付税が増えて、臨時財政対策債発行可能額が
減り、都道府県は臨時財政対策債発行可能額が増えて、地方交
付税が減ることとなる。地方再生対策費は、市町村では小規模団
体ほど基準財政需要額に対する算定額の割合が標準団体よりも
大きい

地方再生対策費を
含めた20年度の見
通し
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財政力指数と留保財源を基準財政需要額に算入され
ない公債費で除した割合の相関
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②東京都の税収偏在とその是正策の受け止め方

東京都の財源は、地方法人特別税の税収が平年度化するときには減少することとなる

一方、変動の激しい法人関係税の収入を、いまならば高位でピン留めする効果が期待できる

東京都の財源超過額にはいくつかの見方がある

税収はバブル期に戻ったとは言いながら、財源超過額はかつてに遠く及ばない

もっとも東京への税源偏在は否定できない

地方消費税は地方税として望ましい税であるが、伸長性は、地方税としてもまったく不要というわ
けではない
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基本方針2006の歳出歳入一体改革の枠組みによると、今後、地方財政計画はどのように推移するか
歳出・歳入一体改革が愚直に守られるとシナリオ（A)、ただし、２０年度地財対策で一時的にせよ、地方財政
計画は増額された

２１年度以降反転して増加するのがシナリオ（B),今後は下げ止まるというのがシナリオ（C)、一度限りの上昇
であって減少するトレンドは変わらないと考えるのはシナリオ（D)
結論としては、20年度はシナリオ（D)であるが、地方法人特別税の効果が平年度化する22年度には（A)に復
帰する

地方財政計画の推移
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財源超過額に占める都分と特別区分の割合
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東京都の基準財政需要額に対する見解
『平成19 年度 東京都普通交付税の算定結果について』から

この財源超過額は、交付税制度における配分技術上の数字と考えるべきであり、以下の点におい
ても、都財政の実態を反映するものではありません。
・ 交付税算定上、昼間流入人口等が補正に十分反映されていないなど、東京都の膨大な財政需
要の実態をとらえきれているとは言えません。
・ 本来、基準財政需要額に算定されるべき額が、臨時財政対策債に振替えられることで圧縮され
ており、財源超過額が見かけ上拡大しています。
・ 東京都と23 特別区をあわせて算定されるため、団体としての東京都の実態をあらわすものでは
ありません。

交付税算定上、東京都の財政需要は適切に反映されていません。
➣ 基準財政需要額は、道府県分は人口170 万人、市町村分は人口10 万人の団体を標準モデルとし、その団体の需要を基
準に算定します。
➣ 現実の地方公共団体は多様であるため、地方交付税算定においても、各団体の規模や特徴に応じた割増し等の補正が
なされることになっていますが、東京都については補正に用いられる昼間流入人口等の数値自体に割落しがかけられるなど、
膨大な財政需要の実態をとらえているとは言えません。
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③地方法人特別税(同譲与税)と税制の抜本改革

地方分権推進委員会以来の税源移譲の宿願

単純な税源交換と、交付税財源である消費税と地方法人課税の交換

事業税の分割基準の見直しや国庫支出金の交付制限などによる偏在是正よりもはるかに本筋

地方法人特別税は国税であるが、都道府県が徴収し、交付税特別会計への直入であること、国税
通則法の適用外であることなどから地方税に準じるいわば地方共有財源

地方法人特別税の2兆６千億円は消費税１％分の税収であり、同譲与税の譲与基準はかつての
消費譲与税と同じである

地方法人特別税はそもそも暫定措置であることが法律名に明記され、第１条でその趣旨を「税制
の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置として、
法人の事業税の税率の引下げを行うとともに、地方法人特別税を創設し、その収入額に相当する
額を地方法人特別譲与税として都道府県に対して譲与するために必要な事項を定める」としてい
る。

地方法人特別税は速やかに地方消費税にするとしても、国税と地方税の割合を５：５とする場合に、
偏在是正の問題は常に頭が痛い（もっとも偏在性の小さい地方消費税であっても偏在はある）

その場合に、地方譲与税を地方共有財源として読み替えることはできないか


